（様式１-３）
補助事業計画書（非対面型ビジネスモデル構築事業・感染症拡大防止事業、
ＩＴサービス導入事業、生産設備導入事業）

＜申請者の概要＞
	（フリガナ）
名称（商号又は屋号）
	

	法人番号（13桁）※１
（個人事業主は記載不要）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	本社所在地
	(〒　-　）


	事業を実施する事業所
（県内の事業所）
	(〒　-　）
　

	自社ホームページのURL
（無い場合は「なし」と記載）
	有 
	
	無

	企業概要
	主要製品
サービス
	

	
	主な顧客
	

	主たる業種
【次のいずれかに☑を
付してください。】
	業種
	資本金の額又は
出資の総額
	常時使用する従業員の数

	
	□
	①　製造業、建設業、運輸業
　　その他の業種（②～⑦を除く）
	３億円以下
	300人以下

	
	□
	②　卸売業（⑤～⑦を除く）
	１億円以下
	100人以下

	
	□
	③　サービス業（⑤～⑦を除く）
	5,000万円以下
	100人以下

	
	□
	④　小売業（⑤～⑦を除く）
	5,000万円以下
	50人以下

	
	□
	⑤　ゴム製品製造業
	３億円以下
	900人以下

	
	□
	⑥　ソフトウェア業、情報処理サービス業
	３億円以下
	300人以下

	
	□
	⑦　旅館業
	5,000万円以下
	200人以下

	常時使用する
従業員数※２
	　　　　　　　人
	＊常時使用する従業員がいなければ、「０人」と記入してください。

	資本金額
（個人事業主は記載不要）
	千円
	設立年月（西暦）※３
	年　月

	連絡担当者
	（フリガナ）
氏名
	

	役職
	

	
	住所
	（〒　　－　　　）
　

	
	電話番号
（携帯電話番号）
	　
	FAX番号
	

	
	E-mailアドレス
	  


（書類の送付や必要書類の提出依頼等の電話・メール連絡は、全て「連絡担当者」宛てに行います。補助金の申請内容や実績報告時の提出書類の内容について、責任をもって説明できる方を記載してください。電話番号又は携帯電話番号は必ず記載してください。FAX番号・E-mailアドレスも極力記載してください。）
※１　法人の場合は、法人番号を記載してください。個人事業主は「なし」と明記してください。マイナンバー（個人番号（12桁））は記載しないでください。
※２　公募要領Ｐ４の「常時使用する従業員数」の考え方をご参照のうえ、記載下さい。
※３　「設立年月」は、創業後に組織変更（例：個人事業者から株式会社化、有限会社から株式会社化）された場合は、現在
の組織体の設立年月（例：個人事業者から株式会社化した場合は、株式会社としての設立年月）を記載してください。
　＊個人事業者で設立した「日」が不明の場合は、空欄のままで構いません（年月までは必ず記載してください）。

	＜全ての事業者が対象＞
以下に該当する補助事業を行うものでないこと。
同一事業者が、同一内容で、国、県、市町村等が助成（左記以外の機関が、国から受けた補助金等により実施する場合を含む）する他の制度（補助金、委託費等）内容と重複する補助事業を実施している。
※当該補助金では、同一事業者が、重複して国、県、市町村等の他の補助金を受け取ることはできません。
	
□ 該当する
（該当する場合は応募できません）
	
☑該当しない

	＜全ての事業者が対象＞
補助対象事業として取り組むものが、「射幸心をそそるおそれがある、又は公序良俗を害するおそれがある」事業（公募要領Ｐ６参照）か否か。
	□ 該当する
（該当する場合は応募できません）
	☑該当しない

	＜対象事業者のみ＞
　営業許可等を受けている、又は、補助事業実施までに許可等を取得する見込みがあること。（行政庁の許可等の必要な業種を行う場合）
	☑あり






＜補助事業の内容＞
	1．補助事業で行う事業名【必須記入】（簡潔に記入すること）
　店頭販売・デリバリーサービス利用による販路開拓

	2．実施する補助事業に☑を付してください。（複数選択不可）

	☑　非対面型ビジネスモデル構築事業、感染症拡大防止事業
□　ＩＴサービス導入事業
□　生産設備等導入事業

	3．補助事業の取組内容（2でチェックした項目についてのみ記載ください）

	〇　新型コロナウイルス感染症の影響（罹患や売上減の状況等）
　新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛などが生じ、４月・５月の売り上げが前年度比で約○％減少した。感染症の第二波も懸念される中、これまで以上に非対面型の営業を取り入れる必要性を感じている。

	〇　事業再建に向け今回実施する具体的な取組の内容
　神奈川県庁と地域金融機関による飲食店応援プロジェクトとして、㈱湘南クリーンサイクルが県内全域を47エリアに分割し、非対面型の営業（テイクアウトやデリバリー）に係る飲食店のメニューや写真を掲載するチラシを制作し、47エリア別に世帯や事業所にポスティングする。
[bookmark: _GoBack]　当社は、このチラシへの掲載を希望し、掲載・ポスティングの費用を支払い、㈱湘南クリーンサイクルによるチラシ制作・ポスティングによって店舗の広報活動を行う。＜広告宣伝費＞

	4.　2で記載した補助事業に要する経費に☑を付してください。
　　なお、3で記載した取組みに必要な経費項目のみを選択してください。

	経費区分
	対象経費

	非対面型ビジネスモデル構築事業・感染症拡大防止事業
	☑　広告宣伝費（販売促進費）、□　機械装置等費、
□　ＩＴサービス導入費、□　消耗品等費、□　開発費、
□　雑役務費、□　借料、□　設備処分費、□　運搬費、
□　委託費、□　外注費

	経費区分
	必須経費
	任意経費

	ＩＴサービス導入事業
	□　ＩＴサービス導入費
	□　機械装置等費、□　開発費、□　借料、
□　委託費、□　外注費

	生産設備等導入事業
	□　機械装置等費
	□　ＩＴサービス導入費、□　開発費、
□　借料　□　設備処分費、□　委託費、
□　外注費

	5．補助事業の効果【必須記入】
＊取組を通じて、どのように販路開拓や生産性向上につながるのかを必ず説明してください。
　店頭販売やデリバリーサービスにより、減少した売り上げを回復する。

●予想売上推移
　※別紙のとおり（様式１－５　収支計算書）


※欄が足りない場合は適宜、行数・ページ数を追加してください。
